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森町人事行政の運営等の状況について

１ 総括

(1) 人件費の状況（平成20年度普通会計決算）

住民基本台帳人口 歳 出 額 実質収支 人 件 費 人件費割合 人件費比率
区 分

（平成19年度末） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
人 千円 千円 千円 ％ ％

20年度
20,425 6,673,379 687,043 1,281,347 21.5 25.4

(2) 職員給与費の状況（平成21年度普通会計予算）

職員数 給 与 費 1人当たりの給与費
区 分

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ Ｂ／Ａ
人 千円 千円 千円 千円 千円

21年度
155 610,253 65,185 247,398 922,836 5,954

（注）１ 職員手当には退職手当は含みません。

２ 給与費は、当初予算に計上された額です。

(3) 特記事項 なし

(4) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日）

区 分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

森 町 95.3 95.0 93.8 94.0 94.3 95.3

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準

を示す指数です。
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額、平均給与月額の状況（平成21年4月1日現在）

ア 一般行政職

平均給与月額
区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

（国ベース）

森 町 44.4歳 339,000円 389,063円 363,525円

国 41.5歳 325,521円 － 391,770円

類似団体 43.6歳 326,415円 382,387円 358,836円

イ 技能労務職

公 務 員
区 分

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
（Ａ） （国ベース）

森 町 50.4歳 20人 271,000円 279,305円 274,270円

うち清掃職員 53.8歳 1人 298,300円 307,400円 299,300円

うち調理員 51.1歳 11人 270,600円 277,591円 273,191円

うち用務員 50.3歳 8人 268,000円 278,013円 272,500円

国 49.2歳 4,429人 285,548円 － 322,737円

民 間 参 考

区 分
対応する民間の類似 平均年齢 平均給与月額 Ａ／Ｂ
職種 （Ｂ）

森 町 － － － －

うち清掃職員 廃棄物処理業従業員 44.2歳 299,900円 1.03

うち調理員 調理士 42.1歳 279,300円 0.99

うち用務員 用務員 54.5歳 214,000円 1.30

国 － － － －

参 考

区 分
年収ベース（試算値）の比較

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ／Ｄ

森 町 － － －

うち清掃職員 4,983,600円 4,156,100円 1.20

うち調理員 4,587,291円 3,761,900円 1.22

うち用務員 4,461,800円 3,027,000円 1.47
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（注）１ 「平均給料月額」とは、平成21年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の

平均です。

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤

務手当などの諸手当の額を合計したものです。このうち「平均給与月額（国ベース）」

は、国家公務員の平均給与月額が時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当を除いて算

出されているので、比較のため国家公務員と同じベースで再計算しています。

３ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用してい

ます。（平成18年～20年の３カ年平均）

４ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の

点において完全に一致していません。

５ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与

月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間

においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

(2) 職員の初任給の状況（平成21年4月1日現在）

区 分 森 町 国

大 学 卒 172,200円 172,200円
一般行政職

高 校 卒 140,100円 140,100円

高 校 卒 137,200円 137,200円
技能労務職

中 学 卒 129,200円 129,200円

(3) 職員の経験年数・学歴別平均給料月額の状況（平成21年4月1日現在）

区 分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

大 学 卒 262,400円 303,000円 －
一般行政職

高 校 卒 192,800円 － －

高 校 卒 － 219,300円 260,400円
技能労務職

中 学 卒 － － －

４ 一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成21年4月1日現在）

区分 標準的な職務の内容 職員数 構成比

６級 参事、課長、局長、室長 13人 11.3％

５級 副参事、技監、課長補佐 10人 8.7％

４級 課長補佐、主幹、技幹 31人 27.0％

３級 係長、主査、技術主査 49人 42.6％

２級 主事、技師 6人 5.2％

１級 主事、技師、主事補、技師補 6人 5.2％

計 115人 100.0％
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（注）１ 森町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

(２)昇給への勤務成績の反映状況

全職員を対象に年１回勤務成績評定書に基づく評定を行い、昇給の可否を決定している。

５ 職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

森 町 国

１人当たりの平均支給額（平成20年度）
1,567千円

（平成20年度支給割合） （平成20年度支給割合）
期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計
3.0月分 1.50月分 4.50月分 3.0月分 1.50月分 4.50月分

(1.6月分) (0.75月分) (2.35月分) (1.6月分) (0.75月分) (2.35月分)

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算 5～15％

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給額です。
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(2) 勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

勤勉手当への勤務実績を反映せず。（全員が標準の区分）

(3) 退職手当（平成21年4月1日現在）

森 町 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続20年 23.50月分 30.55月分 勤続20年 23.50月分 30.55月分
勤続25年 33.50月分 41.34月分 勤続25年 33.50月分 41.34月分
勤続35年 47.50月分 59.28月分 勤続35年 47.50月分 59.28月分
最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分
その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）
退職時特別昇給 無

１人当たり平均支給額 5,274千円 19,598千円

（注）退職手当の１人当たりの平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給され

た平均額です。

(4) 地域手当 支給なし

(5) 特殊勤務手当（平成21年4月1日現在）

区 分 全 職 種

支給実績（平成20年度） 13,000円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 2,166円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度） 3.9％

手当の種類（手当数） 9種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価

感染症防疫作業手当 保健衛生業務従事 感染症患者の予防救 1回につき500円
職員 治等

精神障害者収容作業手当 〃 精神障害者の収容 1回につき500円

家畜伝染病予防作業手当 〃 家畜伝染病予防作業 1日につき500円

不用犬捕獲作業手当 〃 不用犬捕獲作業 1日につき300円

税務調査・滞納整理取扱手当 町税事務従事職員 税務調査・滞納整理 1日につき300円

滞納処分・犯則事件取扱手当 〃 滞納処分・犯則事件 1日につき500円

行旅病人取扱作業手当 〃 行旅病人の取扱い 1回につき1,000円

行旅死亡人取扱作業手当 〃 行旅死亡人の取扱い 1回につき3,000円

犬猫等死体取扱作業手当 〃 犬猫等死体の取扱い 1体につき300円

(6) 時間外勤務手当（平成21年4月1日現在）

支給実績（20年度決算） 14,006千円

職員1人当たり平均支給年額（20年度決算） 106千円

支給実績（19年度決算） 22,568千円

職員1人当たり平均支給年額（19年度決算） 164千円
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(7) その他の手当（平成21年4月1日現在、決算額は平成20年度普通会計決算）

国の制度 国の制度と 支給職員１人
手 当 名 内容・支給単価 支給実績 当たり平均

との異同 異なる内容 支給年額

扶 養 手 当 配偶者 13,000円 同 － 16,978千円 100,032円
扶養親族 6,500円
特定扶養1人 5,000円

住 居 手 当 新築・購入後5年間 2,500円 異 － 3,213千円 20,823円
5年目以降 1,000円
月額12,000円以上の家賃

月額23,000円以下
家賃月額－12,000円

月額23,000円以上
(家賃月額－23,000円)×
1/2＋11,000円
限度額 27,000円

通 勤 手 当 交通機関利用者 異 － 7,680千円 49,773円
最高限度額 55,000円

交通用具使用者
2㎞～3㎞ 2,600円
3㎞～27㎞

１㎞ごとに500円加算
27㎞～40㎞

1㎞ごとに450円加算
最高限度額 24,500円

管理職手当 課長・副参事・技監 10％ 異 － 10,480千円 476,363円
課長補佐 9％

時間外・休 時間外勤務手当 同 － 14,006千円 105,865円
日・夜間勤 時間外単価×125/100
務手当 休日勤務手当

時間外単価×135/100
夜間勤務手当

午後10時から午前5時まで
勤務する場合は、時間外・
休日勤務手当に25/100を加
算

＊「住居手当」：自己所有に係る住居手当の支給（2,500円又は1,000円）については、平成21年12

月1日から廃止されており、国の制度と同一のものとなっています。
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６ 特別職の報酬等の状況（平成21年12月1日現在）

区 分 給 料 月 額 等

（参考）類似団体における最高／最低額

給 町 長 624,600円 881,000円／359,000円

料 副町長 576,000円 738,000円／290,500円

議 長 290,000円 445,000円／275,000円
報

副議長 227,000円 372,000円／213,300円
酬

議 員 203,000円 340,000円／192,600円

町 長
期 4.15月分

副町長
末

議 長
手

副議長 3.10月分
当

議 員

退 (算定方式) (支給時期)
町 長

職 在職１年につき100分の500 任期ごと
手 (算定方式) (支給時期)

副町長
当 在職１年につき100分の300 任期ごと

７ 職員数に関する状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在） （単位：人）

区分 職 員 数 対 前 年
増減の主な理由

部門 平成20年 平成21年 増 減 数

議 会 3 3

総 務 31 30 △ 1 事務統合

税 務 11 11

農林水産 12 12
一般

商 工 4 4
行政

土 木 13 13

民 生 9 9

衛 生 13 12 △ 1 欠員不補充（嘱託職員の活用）

小 計 96 94 △ 2 人口１万人当たりの職員数 46.49人

（類似団体の人口１万人当たりの職員数
65.61人）

特別
教 育 60 58 △ 2 退職不補充（臨時、嘱託職員の活用）

行政
人口１万人当たりの職員数 75.18人

普通会計の計 156 152 △ 4 （類似団体の人口１万人当たりの職員数
83.19人）

病 院 128 135 7 欠員補充に伴う増（看護師等）

公営 水 道 5 5

企業 下 水 5 5

等 そ の 他 12 12

小 計 150 157 7

306 309
総 合 計 3

(353) (353)
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（注）職員数は、一般職に属する職員数で、( )内は、条例定数の合計です。

(2) 年齢別職員構成の状況（平成21年4月1日現在）

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳
区 分

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数 0 18 19 23 35 33 41 38 37 49 15 1 309

(3) 職員採用試験の状況（平成20年度） （単位：人・倍）

区 分 職 種 申 込 者 受 験 者 合 格 者 倍 率

事 務 職 員 26 22 4 5.5

幼 稚 園 9 9 2 4.5

試 験 学校調理員 6 6 2 3.0

看 護 師 10 10 10 1.0

小 計 51 47 18 2.6

看 護 師 6 6 6 1.0

選考試験 医療事務員 1 1 1 1.0

小 計 7 7 7 1.0

合 計 58 54 25 2.2

0 .0 0 %

2 .0 0 %

4 .0 0 %

6 .0 0 %

8 .0 0 %

10 .0 0 %

12 .0 0 %

14 .0 0 %

16 .0 0 %

18 .0 0 %

2
0
歳

未
満

2
0
歳

～
2

3
歳

2
4
歳

～
2
7
歳

2
8

歳
 ～

3
1
歳

3
2
歳

 ～
3
5
歳

3
6

歳
 ～

3
9
歳

4
0
歳

 ～
4
3
歳

4
4
歳

 ～
4
7

歳

4
8
歳

 ～
5
1
歳

5
2
歳

 ～
5
5
歳

5
6

歳
 ～

5
9
歳

6
0
歳

 以
上

構 成 比

５年 前 の 構 成 比



- 9 -

(4) 採用及び退職の状況（平成20年度） （単位：人）

退 職
区 分 採 用

定 年 勧 奨 普 通 等 計

町長部局等 3 0 4 2 6

教育委員会 2 4 0 2 6

病 院 16 1 0 8 9

計 21 5 4 12 21

(5) 定員管理の数値目標及び進捗状況

ア 平成17年4月1日～平成22年4年1日における定員管理の数値目標

計 画 期 間 数値目標

始 期 終 期
純減数 △ 19人

平成17年4月1日 平成22年4月1日
純減率 △5.7％

331人 312人

イ 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 （単位：人）

区分 17年 18年 19年 20年 21年 22年 17～21年 （参考）
部門 計画前年 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 増 減 数値目標

一 般 行 政 112 102 98 96 94 △ 18 △ 16

特別行政（教育） 66 65 63 60 58 △ 8 △ 5

病 院 137 126 127 128 135 △ 2

水 道 5 5 5 5 5
公営

下 水 道 2 5 5 5 5 3 2
企業

国 保 6 6 6 6 6
等

介 護 3 6 6 6 6 3

計 153 148 149 150 157 4

合 計 331 315 310 306 309 △ 22 △ 19

８ 勤務時間その他の勤務条件の状況

(1) 一般職員の勤務時間の状況(平成21年10月1日現在)

勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 休息時間

7時間45分 8時30分 17時15分 12時00分～13時00分 なし

(2) 年次有給休暇の使用状況（平成20年）

平均付与日数 平均取得日数 取 得 率

40日 5.7日 14.3％

（注）年次有給休暇は、１年につき20日付与され、残日数のうち20日までは翌年に繰り越すこ

とができます。
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(3) 育児休業等の取得状況

ア 育児休業 （単位：人）

区 分 町長部局等 教育委員会 病 院 計

平成20年度取得者 2 1 9 12

前年度からの取得者 1 1 5 7

年度内新規取得者 1 0 4 5

年 度 内 復 職 者 1 1 5 7

イ 部分休業 （単位：人）

区 分 町長部局等 教育委員会 病 院 計

平成20年度取得者 0 0 0 0

(4) 介護休暇 （単位：人）

区 分 町長部局等 教育委員会 病 院 計

平成20年度取得者 0 0 0 0

(5) 病気休暇・特別休暇の概要

休 暇 の 理 由 期 間

病 公務上・通勤による負傷・疾病の場合 医師の証明書等に基づいて最小限度
必要と認められる期間

気
結核性疾患の場合 １年以内で、医師の証明書等に基づ

休 いて最小限度必要と認められる期間

暇 それ以外の負傷・疾病の場合 90日以内で、医師の証明書等に基づ
いて最小限度必要と認められる期間

選挙権等の公民としての権利を行使する場合 必要と認められる期間

証人、鑑定人、参考人等で官公署に出頭する場合 必要と認められる期間

骨髄提供に伴い検査、入院等をする場合 必要と認められる期間

自発的、無報酬で社会貢献活動をする場合 １年に５日以内

結婚する場合 連続する５日以内

出産する場合 出産日前６週間（多胎妊娠の場合は
14週間）

特 出産した場合 出産日の翌日から８週間

生後１年以内の子を保育するための授乳等の場合 １日２回それぞれ30分以内

配偶者が出産する場合 ２日以内

育児参加をする場合 ５日以内

子の看護をする場合 ５日以内（子の人数に関わらず）

別 親族が死亡した場合（３親等以内） １～10日の範囲内

父母の追悼等の行事をする場合 １日

夏季における心身の健康維持等の場合 連続する３日以内

休 災害により自らの住居を滅失・損壊した場合 必要と認められる期間

災害・交通機関の事故等により出勤が困難な場合 必要と認められる期間

災害時の通勤途上において身体の危険を回避する 必要と認められる期間
場合
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暇
生理日に勤務することが困難な場合 ２日以内で必要と認められる期間

妊娠中に通勤上の交通機関の混雑が母胎・胎児の １日に１時間以内
健康保持に影響がある場合

妊娠中・出産後１年以内の職員が保健指導・健康 １回につき必要な時間
診査を受ける場合

妊娠中の職員の業務が母胎・胎児の健康保持に影 適宜休息し、補食するために必要な
響がある場合 時間

妊娠中の職員が妊娠障害により勤務が困難な場合 必要な期間

感染症予防上必要な措置により勤務が不適切な場 必要と認められる期間
合

９ 分限及び懲戒処分の状況

(1) 分限処分（平成20年度） （単位：人）

降 任 免 職 休 職 降 給 計

0 0 0 0 0

(2) 懲戒処分（平成20年度） （単位：人）

戒 告 減 給 停 職 免 職 計

0 0 0 0 0

10 服務の状況

(1) 服務規律遵守等に関して講じた施策（平成20年度）

取 組 内 容

（綱紀粛正に関する通知等）
・懲戒処分の指針について（通知）
・飲酒運転の防止について（通知）
・年末年始における服務規律の確保について（通知）

(2) 職務専念義務の免除

免除の対象となる場合

地方公務員法第35条に基づく職務専念義務は、次の場合に免除されます。
・研修を受ける場合
・厚生計画の実施に参加する場合
・職員団体と適法な交渉を行う場合
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11 研修及び勤務成績の評定の状況

(1) 職員研修の概要等（平成20年度）

区 分 研 修 の 内 容

派 遣 研 修 １ 市町職員研修（静岡県主催）
・法制執務講座（初級・中級）
・情報の処理と文章化技術講座
・戦略的発想力開発講座
・政策法務講座（基礎編・応用編）

２ 市町村職員広域研修（静岡県町村会主催）
・新規採用職員研修
・新任監督者研修
・行政法研修
・民法研修

町単独研修 パソコン研修
・ＩＴセキュリティ研修
・Ｅラーニングによる情報セキュリティ研修
・情報セキュリティ研修

行政評価研修会

女性リーダー研修会

12 福祉及び利益の保護の状況

(1) 公務災害等の認定状況（平成20年度） （単位：件）

区 分 町長部局等 教育委員会 病 院 計

通勤災害 0 0 0 0

公務災害 0 1 0 1

計 0 1 0 1

(2) その他の主な福利厚生事業の概要（平成20年度）

当町の福利厚生事業は、静岡県市町村職員共済組合に加入して実施しています。

区 分 給 付 の 内 容

短期給付 療養の給付、家族療養の給付、保険外併用療養費、療養費・家族療養費、入院時
食事療養費、訪問看護療養費・家族訪問看護療養費、移送費・家族移送費、高額
療養費、高額介護合算療養費、家族療養費附加金・家族訪問看護療養費附加金・
一部負担金払戻金、出産費・同附加金、家族出産費・同附加金、埋葬料・同附加
金、家族埋葬料・同附加金、傷病手当金、出産手当金、休業手当金、育児休業手
当金、介護休業手当金、弔慰金・家族弔慰金、災害見舞金・同附加金、入院附加
金、結婚手当金

長期給付 退職共済年金（組合期間等が25年以上あること、60歳に達していること）

福祉事業 １ 保健事業
(1) 疾病予防対策事業

人間・脳ドック検査、消化器検査、血液・血圧・尿検査、家族等生活習慣
病予防検診の助成、インフルエンザ・日本脳炎予防接種助成、歯科疾患予防
対策、メンタルカウンセリング、生活習慣予防セミナー、メンタルヘルスセ
ミナー

(2) 特定健康診査
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特定保健指導
(3) 健康保持増進対策事業

スポーツ教室、保健施設利用の助成、クラブ活動参加の助成、メンタルヘ
ルスチェックの助成

(4) その他の事業
電話健康相談、母子保健衛生用品の支給、救急箱補充薬品の支給、救急箱

の支給、宿泊施設利用の助成、障害者等の介護助成、補装具の助成、在宅介
護費用の助成、長期療養者見舞品の支給、共済事業移動相談、在宅介護講座、
長期勤続者保養所利用の助成、り災見舞品の支給、災害用品の支給、ライフ
プラン講座、共済モニターの委嘱

２ 貯金事業（積立貯金「共済貯金」）
３ 貸付事業

普通貸付、住宅貸付、災害貸付、特別貸付、高額医療貸付、出産貸付、在宅
介護対応住宅貸付


